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明 細 書

発明の名称 ：通信システム、基地局、及び通信方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、ハ ン ドオーバ処理 を行 う通信システム、基地局及び通信方法に

関する。

背景技術

[0002] L T E ( L o n g T e r m E v o l u t i o n ) システムにおけるハ

ン ドオーバには、大別 して 2 種類ある。 1 つ目は、基地局 と、 M M E ( M o

b i I i t y M a n a g e m e n t E n t i t y ) や S —GW ( S e r

v i n g G a t e w a y ) な どの上位装置 との間に形成 されるS 1 ィ ンタ

— フ ェー ス を用いる、 S 1 ハ ン ドオーバである。 2 つ目は、基地局間に形成

されるX 2 インタ一フェースを用いる、 X 2 ハ ン ドオーバである。一般的に

、 X 2 ハ ン ドオーバはM M E を経由 しないため、 S 1 ハ ン ドオーバ と比較 し

て、ハ ン ドオーバ処理やハ ン ドオーバ中のデータ転送の遅延が少ないという

利点がある。

[0003] L T E システムにおけるハ ン ドオーバに関する技術が、例えば特許文献 1

に記載 されている。特許文献 1 に記載のシステムにおいては、無線基地局間

のX 2 インタ一フェースが機能 している場合 には、 X 2 ハ ン ドオーバを行い

、 X 2 インタ一フェースが機能 していない場合 には S 1 ハ ン ドオーバを行 う

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 1 - 2 2 3 5 2 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] しか しなが ら、 X 2 ハ ン ドオーバのためのパケッ ト経路が輻輳 している場

合、 X 2 ハ ン ドオーバの処理が、 S 1 ハ ン ドオーバの処理 よりも遅 くなる可



能性がある。 また、 X 2 インタ一フェース及び S 1 インタ一フェースが、 Q

o S ( Q u a l i t y o f S e r v i c e ) やセキュ リテ ィが担保 され

た P r i v a t e な I P ( I n t e r n e t P r o t o c o l リ不ッ 卜ヮ

—クで構築 されない場合がある。例えば、通信事業者が、 C A P E X ( C a

p i t a l E x p e n d i t u r e ) をキ卬える目的で、 P u b I i c な I

P ネ ッ トワークを構築、借用するケースである。 このような P u b I i c な

I P ネ ッ トワークを構築する場合、 S 1 ハ ン ドオーバ とX 2 ハ ン ドオーバに

おけるハ ン ドオーバ処理 メッセージや、ハ ン ドオーバ中のデータ転送メッセ

—ジは、ベス トエフォ一 卜型で通信される。

[0006] 更に、ネッ トワーク経路やネッ トワーク装置での帯域保障がされないため

、バケツ 卜経路の輻輳が発生 しやすい。すなわち、 P u b I i c な I P ネ ッ

卜ワークを構築する場合は特 に、 X 2 ハ ン ドオーバの処理の方が S 1 ハ ン ド

オーバの処理 よりも遅 くなる場合が生 じゃすい。

[0007] このため、 I P ネッ トワークの種類やパケッ ト経路の輻輳状態によっては

、特 に P u b I i c な I P ネ ッ トワークにおいて、 X 2 ハ ン ドオーバの処理

が、 S 1 ハ ン ドオーバの処理 よりも遅 くなつて しまう場合が生 じる。 この問

題は、ハ ン ドオーバの種別 に基づ く処理優先度 に基づいて、ハ ン ドオーバが

処理 されていないことに起因する。

[0008] 本発明は上記問題 に鑑みて、ハ ン ドオーバの種別 に基づ く処理優先度 に基

づいた、ハ ン ドォ一バ処理が可能な通信システム、基地局、及び通信方法を

提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明による基地局は、端末か らハ ン ドオーバの要求を受信する受信手段

と、ハ ン ドオーバの種別 に基づいた処理優先度 に基づいて、ハ ン ドオーバの

処理 を実行する実行手段 と、 を有する。

[001 0] 本発明による通信システムは、基地局 と、端末 と、 を有 し、端末は、基地

局に対 してハ ン ドオーバ要求を送信 し、基地局は、ハ ン ドオーバの種別 に基

づいた処理優先度 に基づいて、ハ ン ドオーバの処理 を実行する。



[001 1] 本発明による通信方法は、ハン ドオーバの要求を受信 し、ハン ドオーバの

種別に基づいた処理優先度に基づいて、ハン ドオーバの処理を実行する。

発明の効果

[001 2 ] 本発明により、ハン ドオーバの種別に基づいた処理優先度に基づいてハン

ドオーバの処理を実行することが可能となる。

図面の簡単な説明

[001 3 ] [ 図 1] 本発明の第 1 の実施形態における通信システムの構成を示すプロック図

である。

[ 図2] 本発明の第 1 の実施形態における通信システムの動作を説明するための

フロ一チヤ一 卜である。

[ 図3] 本発明の第 2 の実施形態における通信システムの構成を示すプロック図

である。

[ 図4 ] 本発明の第 2 の実施形態における基地局の構成を示すプロック図である

[ 図5] 本発明の第 2 の実施形態における基地局が管理するデータべ一スの構成

を示す図である。

[ 図6] 本発明の第 2 の実施形態における基地局が管理するデータべ一スの構成

を示す図である。

[ 図7] 本発明の第 2 の実施形態における通信システムの動作を説明するための

シーケンス図である。

[ 図8] 本発明の第 2 の実施形態における基地局の動作を説明するためのシ一ケ

ンス図である。

[ 図9] 本発明の第 2 の実施形態における通信システムの動作を説明するための

シーケンス図である。

[ 図 10] 本発明の第 2 の実施形態における基地局の動作を説明するためのシ一

ケンス図である。

[ 図 11] 本発明の第 2 の実施形態における基地局が管理するデータべ一スの構

成の他の例を示す図である。



[ 図12] 本発明の第 3 の実施形態における基地局が管理するデータべ一スの構

成を示す図である。

[ 図13] 本発明の第 3 の実施形態における基地局が管理するデータべ一スの構

成を示す図である。

[ 図14 ] 本発明の第 3 の実施形態における通信システムの動作を説明するため

のシーケンス図である。

[ 図15] 本発明の第 3 の実施形態における通信システムの動作を説明するため

のシーケンス図である。

[ 図16] 本発明の第 3 の実施形態における基地局の動作を説明するためのシ一

ケンス図である。

発明を実施するための形態

[0014] 本発明の実施形態について図面を参照 しながら説明する。 しか しながら、

係る形態は本発明の技術的範囲を限定するものではない。

[001 5] [ 第 1 の実施形態]

本発明の第 1 の実施形態における通信システムについて、図 1 を用いて説

明する。

[001 6] 本実施形態における通信システム 1 0 は、端末 1 1 と、端末 1 1 と通信す

る基地局 1 2 と、を有する。基地局 1 2 は、受信部 1 3 と、実行部 1 4 と、

を有する。

[001 7] 次に、本実施形態における通信システム 1 0 の動作について図 2 を用いて

説明する。初めに、基地局 1 2 の受信部 1 3 は、端末 1 1 から、ハン ドォ一

バの要求を受信する （ステップS 1 ) 。そ して、基地局 1 2 の実行部 1 4 は

、ハン ドオーバ種別に基づいた処理優先度に基づいて、端末 1 1 のハン ドォ

—バの処理を実行する （ステップS 2 ) 。

[001 8] なお、基地局 1 2 は、ステップS 1 とステップS 2 との間で、ステップS

2 で実行するハン ドオーバの、ハン ドォ一バ種別に基づいた処理優先度の決

定を実行することとしても良い。あるいは、他の管理装置が、ハン ドオーバ

種別に基づいた処理優先度の決定を実行 し、基地局 1 2 に対 して、決定 した



処理優先度 を通知することと しても良い。

[001 9] 以上のように、本実施形態の通信システム 1 0 においては、ハ ン ドオーバ

種別 に基づ く処理優先度 に基づいて、ハ ン ドォ一バを処理することが可能 と

なる。そのため、パケッ ト経路の輻輳が発生 した場合であっても、 X 2 ハ ン

ドオーバの処理 を S 1 ハ ン ドオーバの処理 よりも優先 して処理することがで

きる。 これにより、パケッ ト経路の輻輳が発生 しやすい P u b I i c な I P

ネ ッ 卜ワークを用いる場合であっても、 X 2 ハ ン ドオーバの処理 を S 1 ハ ン

ドオーバの処理 よりも優先 して処理することができる

なお、本実施形態における通信システムは、例えば、 L T E 々W C D M A

(登録商標） （（W i d e b a n d C o d e D i v i s i o n M u I

t i p I e A c c e s s ) 、W i M A X (W o r l d w i d e I n t e

r o p e r a b i I i t y f o r M i c r o w a v e A c c e s s )

の通信システムに適用させることができる。

[0020] [ 第 2 の実施形態 ]

次 に、本発明の第 2 の実施形態における通信システム 2 0 について、図 3

を用いて説明する。本実施形態における通信システム 2 0 は、 L T E システ

厶であ り、基地局 2 1 と、端末 2 2 と、 I P ネ ッ トヮ一ク 2 3 と、 コ

ァネッ トワーク 2 4 と、 を有する。

[0021 ] コァネ ッ 卜ワーク 2 4 は、 M M E ( M o b i I i t y M a n a g e m e

n t E n t i t y ) 2 5 と、 S —G W ( S e r v i n g G a t e w a y

) 2 6 と、 P D N _ G W ( P a c k e t D a t a N e t w o r k G a

t e w a y ) 2 7 と、 H S S ( H o m e S u b s c r i b e r S e r v

e r ) 2 8 と、 を有する。

M M E 2 5 は、 L T E アクセスを利用する端末の認証、セキュ リテ ィ管理、

モ ビリテ ィ管理、セ ッシ ョン管理等、呼処理 に関わる制御 を行 う。 S —G W

2 6 は、 L T E アクセスを利用する端末 に対するデータ転送を扱 う。 P D N

- G W 2 7 は、 T h e I n t e r n e t へのデータ転送の A n c h o r と

なる。そ して、 H S S 2 8 は、端末の認証、 プロファイルを行 う。



[0022] 図 4 は、基地局 2 1 ，の構成を示す。なお、他の基地局 2 1 2~Nも同様の構

成を有する。基地局 2 1 ，は、第一の送受信部 2 9 と、第二の送受信部 3 0 と

、管理部 3 1 と、設定部 3 2 と、を有する。第一の送受信部 2 9 は、 S 1 回

線及びX 2 インタ一フェースを用いた有線でのデータ送受信を行う。第二の

送受信部 3 0 は、端末 2 2 Mと、無線でのデータ送受信を行う。管理部 3 1

は、端末 2 2 ，~Mのユーザ毎における、 S P I D ( S e r v i c e P r o t

o c o l I d e n t i f i e r ) の情報を管理する。 S P I D とは、端末

2 2 ，~Mごとに設定される指標である。設定部 3 2 は、 S P I D の値と、ハン

ドオーバの処理優先度と、Q o S レベルとの対応関係を記録 している。そ し

て、設定部 2 6 は、ハン ドオーバ種別の決定を行うと共に、該対応関係に基

づいて、処理優先度やQ o S レベルの設定を行う。そ して、設定部 3 2 は、

第一の送受信部 2 9 に、決定 した該ハン ドォ一バ種別と処理優先度とを通知

し、第二の送受信部 3 0 に、設定 したQ o S レベルを通知する。

[0023] 管理部 3 1 が管理する、端末 2 2 い Mのュ一ザ毎のS P I D情報のデータべ

—スを、図 5 に示す。図 5 に示すように、管理部 3 1 が管理するデータべ一

スA においては、ユーザ I D毎にS P I D の値が対応付けられている。

[0024] 次に、設定部 3 2 が記録するデータベースを図 6 に示す。設定部 3 2 が記

録するデータベース B は、 S P I D の値、処理優先度、及びQ o S レベルの

対応関係が設定されたデータベースである。すなわち、図 6 に示すように、

S P I D の値の所定のレンジごとに、 S 1ハン ドオーバの処理優先度、X 2

ハン ドオーバの処理優先度、及びQ o S レベルがそれぞれ設定されている。

なお、本実施形態では、処理優先度の指標として、 D S C P ( D i f f e r

e n t i a t e d S e r v i c e s C o d e P o i n t ) を用し、るこ

ととする。

そ して、該ハン ドオーバ処理が、設定された優先度で処理されるように、処

理優先度の指標であるD S C P を、ハン ドォ一バ処理のメッセージに付与す

る。ここで、 D S C P は、 S 1ハン ドオーバよりも、X 2 ハン ドオーバの方

が高い値となるよう、設定される。すなわち、 S 1ハン ドオーバよりもX 2



ハン ドオーバの方が、処理優先度が高くなるように設定される。更に、Q o

S レベルが高いサービスに対応する端末ほど、 D S C P が高い、すなわち処

理優先度が高くなるように設定される。

[0025] 次に、本実施形態における通信システム 2 0 の動作について説明する。

[0026] 初めに、 A t t a c h P r o c e d u r e において、基地局 2 1 が端末

2 2 ，の3 ？ I D情報を取得する動作について、図 7 を用いて説明する。最初

に、端末 2 2 ，は、基地局 2 1 ，に対 して、 A t t a c h を要求するためのA

t t a c h R e q u e s t を送信する （ステ ツプS 1 0 ) 。端末 2 2 ，とか

らのA t t a c h R e q u e s t を受信 した基地局 2 1 ，は、該A t t a c

h R e q u e s t を、M M E 2 5 に転送する （ステ ツプS 1 1 ) 。次に、

端末 2 2 ，と、M M E 2 5 と、 H S S 2 8 との間で、端末 2 2 の認証、秘匿

、インテグリティ制御に関する処理を実行する （ステップS 1 ) 。このス

テツプS 1 の処理で、 H S S 2 8 は、M M E 2 5 に端末 2 2 ，のS P I D情

報を送信する。次にM M E 2 5 は、ステップS 1 2 で H S S 2 8 から取得 し

た、端末 2 2 ，のS P I D情報を、基地局 2 1 ，に送信する （ステップS 1 3

) 。 この時、M M E 2 5 は該 S P I D情報を、 3 G P P ( 3 r d G e n e

r a t i o n P a r t n e r s h i p P r o j e c t ) こおし、て規定で

れてし、るS 1 _ A P : l n i t i a l C o n t e x t S e t u p R e

q u e s t に含めて、基地局 2 1 に送信することとしても良い。

そ して、基地局 2 1 ，は、受信 したS P I D情報を用いて、自身が管理する管

理データを更新する （ステップS 1 4 ) 。以上のようにして、基地局 2 1 ，は

、 A t t a c h P r o c e d u r e において、端末 2 2 ，のS P I D情報を

取得する。なお、ステップS 1 4 以降のA t t a c h P r o c e d u r e

の手順については、 3 G P P で規定されている処理に準ずることとしても良

い。

[0027] 次に、図 7 に示すステップS 1 4 の詳細な動作、すなわち、端末 2 2 ，の3

P I D情報を取得 した基地局 2 1 ，の動作について、図 8 を用いて説明する。

[0028] 基地局 2 1 ，の第一の送受信部 2 9 は、端末 2 2 ，のユーザ情報と、M M E



2 5 か ら受信 した S P I D 情報 とを、管理部 3 1 に通知する （ステ ップS 1

5 ) 。管理部 3 1 は、受信 した S P I D 情報 を用いて、図 5 に示すデータべ

—ス A を更新する （ステ ップS 1 6 ) 。 このとき、管理部 3 1 は、受信 した

S P I D 情報 を、設定部 3 2 に通知 しても良い （ステ ップS 1 7 ) 。以上の

ように して、基地局 2 1 ，は、受信 した S P I D 情報 を管理する。

[0029] 次 に、図 7 に示す A t t a c h P r o c e d u r e を行 った端末 2 2 ，が

、基地局 2 1 ，か ら基地局 2 1 2へハ ン ドオーバするときの動作について、図

9 を用いて説明する。

[0030] 初めに、端末 2 2 ，が基地局 2 1 ，に対 して、基地局 2 1 2へのハ ン ドォ一バ

を要求する （ステ ップS 1 8 ) 。ハ ン ドオーバを要求するメッセージと して

は、例えば、 R C : M e a s u r e m e n t R e p o r t メ ッセージ

が挙 げられる。ハ ン ドオーバの要求を受信 した基地局 2 1 ，は、基地局 2 1 ！

と基地局 2 1 2 との間の X 2 インタ一フェースの有無に基づいて、ハ ン ドォ一

バの種別 を決定する （ステ ップS 1 9 ) 。すなわち、基地局 2 1 ，は、基地局

1 ，と基地局 2 1 2 との間にX 2 インタ一フェースが存在する場合、端末 2

2 ，が行 うハ ン ドオーバの種別 を、 X 2 ハ ン ドオーバ とすることを決定する。

—方、基地局 2 1 ，と基地局 2 1 2 との間にX 2 インタ一フェースが存在 しな

い場合、基地局 2 1 ，は、端末 2 2 ，が行 うハ ン ドオーバの種別 を、 S 1 ハ ン

ドオーバ とすることを決定する。次に、基地局 2 1 ，は、ステ ップS 1 9 で決

定 したハ ン ドオーバ種別 に基づいて、端末 2 2 ，が要求 したハ ン ドオーバの処

理優先度 を設定する （ステ ップS 2 0 ) 。そ して、ステ ップS 2 0 で設定さ

れた処理優先度 に基づいて、端末 2 2 い 基地局 2 1 い 基地局 2 1 2、及び M

M E 2 5 の間で、端末 2 2 ，の残 りのハ ン ドオーバ処理が実行される （ステ ツ

プS 2 1 ) 。なお、ステ ップS 2 1 のハ ン ドオーバ処理 については、 3 G P

P で規定されているハ ン ドオーバ処理の手順 に準ずるものと しても良い。

[0031 ] 次 に、ステ ップS 1 9 、 S 2 0 における、基地局 2 1 ，の動作について、図

1 0 を用いて説明する。基地局 2 1 ，の設定部 3 2 は、端末 2 2 ，のハ ン ドォ

—バ種別 を決定 した後 （ステ ップS 1 9 ) 、管理部 3 1 が管理するデータべ



—スA から、端末 2 2 ，のユーザに対応付けされているS P I D情報を取得す

る （ステップS 2 2 、 S 2 3 ) 。そ して、設定部 3 2 は、自身が管理するデ

—タベース B と、取得 したS P I D情報とに基づいて、端末 2 2 ，のハン ドォ

—バの処理優先度を決定する （ステップS 2 0 ) 。具体的には、設定部 3 2

は、端末 2 2 ，のハン ドオーバにおけるD S C P の値と、Q o S レベルとを設

定する。

次に、設定部 3 2 は、第二の送受信部 3 0 に対 して、ステップS 2 0 で設定

したQ o S レベルを通知する （ステップS 2 3 ) 。そ して、第二の送受信部

3 0 は、端末 2 2 ，のハン ドオーバ処理における端末 2 2 ，との通信を、該Q

o S レベルで行う。また、設定部 3 2 は、第一の送信部 2 9 に対 してステツ

プS 2 0 で設定 したD S C P の値を通知する （ステップS 2 4 ) 。そ して、

第一の送受信部 2 9 は、端末 2 2 ，のハン ドオーバ処理における I P ネットヮ

—ク2 3 との通信には、通知されたD S C P の値を用いる。以上のようにし

て、基地局 2 1 ，は、端末 2 2 ，のハン ドォ一バ処理の優先度を設定する。

[0032] 以上のようにして、本実施形態における通信システム 2 0 においては、ハ

ン ドォ一バ種別に基づいて処理優先度を設定することが可能となる。そのた

め、使用するネッ卜ワークが P u b I i c な I P ネッ卜ワークであっても、

X 2 ハン ドオーバを、 S 1ハン ドオーバよりも優先的に処理することが可能

となる。

[0033] また、本実施形態においては、端末 2 2 ，のS P I D の値のレンジに基づい

て、処理優先度を設定することとした。そのため、端末が受けているサ一ビ

スの種別に基づいて、Q o S レベルだけでなく、ハン ドオーバの処理優先度

の差異化を行うことができる。これにより、通信事業者は、 A R P U ( A V

e r a g e R e v e n u e P e r U s e r ) を増加させるために、ュ

—ザ毎のハン ドオーバの処理の優先度を制御することができる。すなわち、

より高い料金のサービスに加入 している端末のハン ドオーバ処理を、他の端

末のハン ドォ一バ処理よりも優先 して行うことが可能となる。

[0034] なお、本実施形態においては、基地局 2 1 ，~Nそれぞれが、管理部及び設定



部を有することにしたが、これに限らない。すなわち、通信システム2 0 の

複数の基地局を制御する管理装置を新たに追加することとしても良い。そし

て、該管理装置が、配下の基地局に接続する端末のS P I D情報を集中管理

し、更に、処理優先度の設定を行うこととしても良い。

[0035] また、本実施形態においては、図5 、 6 に示すように、ハンドオーバ種別

とユーザのS P I Dの値とに基づいて、ポリシ一番号が決定され、該ポリシ

—番号に基づいて、ハンドオーバ処理の優先度が決定されることとしたが、

これに限らない。すなわち、ハンドオーバ種別と、ユーザごとに設定されて

いる他の指標とに基づいて、ハンドォ一バ処理の優先度を設定することとし

ても良い。あるいは、ハンドオーバ処理の優先度を、基地局単位で設定する

こととしても良い。この場合、設定部 3 2 は、図6 に示すデータベースBの

代わりに、図 1 1 に示すデータベースC を有することとしても良い。すなわ

ち、基地局の識別子に基づいて、ハンドオーバ処理の優先度を設定すること

としても良い。この場合、基地局 2 1 ，は、端末からのハンドオーバの要求を

受信すると、ハンドオーバ種別に基づいて、 ミ〇？の値を 1 1又は2 0 に

設定し、ハンドオーバ処理を行う。これにより、ハンドオーバ処理の優先度

を、ユーザごとではなく、基地局ごと、すなわち端末が存在する地域 （セル

) ごとにハンドオーバ処理の優先度を設定することができる。そのため、こ

の方法は、特定の地域のハンドォ一バ処理を優先的に行う必要がある場合な

どに有効である。

[0036] [ 第 3 の実施形態]

次に、本発明の第3 の実施形態における通信システムについて説明する。

本実施形態における通信システムは、図3 に示 した第 2 の実施形態の通信シ

ステ厶2 0 と同様の構成を有するが、ハンドォ一バ処理の優先度の設定の方

法が異なる。すなわち、本実施形態においては、ユーザごとに設定されてい

るS P I Dの値ではなく、Q o S クラスやA R P ( A I I o c a t i o n

a n d R e t e n t i o n P r i o r i t y ) などの、ベアラごとに設

定されている指標に基づいて、ハンドォ一バ処理の優先度を設定することと



する。

Q o S クラスとは、遅延やジッターの程度などによってQ o S のレベルを複

数に分類 したものであり、 3 G P P においては、会話クラス、ス トリ一ミン

グクラス、インタラクティブクラス、及びべス トエフォ一 卜クラスの4 つに

分類される。 A R P は、 Q o S パラメータの一種で、輻輳制御時におけるべ

ァラ間での処理優先度を示す指標である。

[0037] ベアラごとに設定されている指標を用いる例として、 A R P を用いたハン

ドォ一バ処理の優先度の設定の仕方について説明する。

[0038] 本実施形態における基地局 2 1 ，の管理部 3 1 は、図 5 に示すデータべ一ス

A の代わりに、図 1 2 に示すデータベースD を有する。図 1 2 に示すデータ

ベースD においては、各端末のユーザ I D毎に、各端末が利用するべァラの

うち最もA R P が高いベアラのA R P の値が対応付けられている。

[0039] また、本実施形態における基地局 2 1 ，の設定部 3 2 は、図 6 に示すデータ

ベース B の代わりに、図 1 3 に示すデータベース E を有する。データベース

E においては、 A R P の値と処理優先度との対応関係が設定されている。す

なわち、図 1 3 に示すように、 A R P値の所定のレンジごとに、 S 1ハン ド

オーバの処理優先度と、X 2 ハン ドオーバの処理優先度とがそれぞれ設定さ

れている。

[0040] 次に、本実施形態における通信システムの動作のうち、第 2 の実施形態に

おける通信システム 2 0 の動作を示す図 7 及び図 9 のフローと異なる動作に

ついて説明する。図 1 4 に示すように、本実施形態の基地局 2 1 ，は、図 7 に

おけるステップS 1 3 に対応する処理において、 S P I D情報の代わりに、

あるいは、 S P I D情報に加えて、端末 2 2 ，が確立するべァラ情報と、各べ

ァラのA R P の値の情報とを、M M E 2 5 から受信する （ステップS 1 3

) o

そ して、基地局 2 1 ，は、ステップS 1 4 に対応する処理において、図 1 2 に

示すデータベースD におけるユーザ I D に対応するA R P の情報を更新する

(ステップS 1 4 ) 。



[0041 ] また、図 1 5 に示すように、図 9 において、基地局 2 1 ，がハ ン ドオーバ種

別 を決定すると （ステ ップS 1 9 ) 、基地局 2 1 ，は、ステ ップS 2 0 に対応

する処理 において、図 1 2 、 1 3 に示すデータべ一ス 、 E に基づいて、ハ

ン ドオーバの処理優先度 を設定する （ステ ツプS 2 0 ) 。

図 7 及び図 9 に示す他のステ ツプについては、第 2 の実施形態 と同様である

ので、説明は省略する。

[0042] 次 に、本実施形態における基地局 2 1 ，の動作のうち、第 2 の実施形態にお

ける基地局 2 1 ，の動作を示す図 8 のフローと異なる動作について説明する。

図 1 6 に示すように、本実施形態における基地局 2 1 ，の第一の送受信部 2 9

は、図 8 におけるステ ップS 1 5 に対応する処理 において、端末 2 2 ，のユー

ザ情報 と、端末 2 2 ，が確立するべァラの A R P のうち、最 も高いA R P の値

とを、管理部 3 1 に送信する （ステ ップS 1 5 ) 。管理部 3 1 は、ステ ツ

プS 1 6 に対応する処理 において、受信 したユーザ情報 とA R P の情報 とを

用いて、図 1 2 に示すデータベース D の更新 を行 う （ステ ップS 1 6 ) 。

そ して、管理部 3 1 は、ステ ップS 1 7 に対応する処理 において、端末 2 2 ，

のユーザの S P I D情報の代わ りに、あるいは、該 S P I D情報 に加えて、

端末 2 2 ，の A R P情報 を通知する （ステ ップS 1 7 ) 。

[0043] 以上のように して、本実施形態においては、端末が確立するべァラごとに

設定された A R P を指標 と して、ハ ン ドォ一バ処理の優先度 を制御すること

ができる。

[0044] なお、本実施形態の動作の説明においては、ハ ン ドオーバの処理優先度の

指標 と して A R P を用いることと したが、 これに限 らない。すなわち、 A R

P の代わ りに、ベアラごとに設定された Q o S クラスを用いることと しても

良い。

[0045] また、第 2 の実施形態及び第 3 の実施形態における処理優先度の設定には

、ハ ン ドオーバ種別の他 に、 S P I D の値や A P R、 Q o S クラスなどを用

いることと したが、 これに限 らない。例えば、 S P I D の値や A P R、 Q o

S クラスに代えて、あるいはこれ らの指標 に加えて、端末 によるハ ン ドォ一



バの実施頻度 を指標 とすること しても良い。具体的には、基地局は、端末か

ら受信するハ ン ドオーバ要求のメッセージに含 まれる U E H i s t o r y

I n f o m a t i o n か ら、該端末が過去 に通信 を行 っていた基地局情報

を取得する。

そ して、該端末が過去 に通信 を行 っていた基地局の数 を指標 と して、ハ ン ド

オーバの処理優先度 を設定することと しても良い。すなわち、端末が過去 に

通信 を行 っていた基地局の数が多い端末のハ ン ドオーバ処理 を優先的に処理

することと しても良い。 ここで、端末が過去 に通信 を行 っていた基地局の数

が多い場合、該端末 は、移動速度が速 く、ハ ン ドオーバ を頻繁 に行 っている

端末である可能性が高い。 このような端末のハ ン ドォ一バ処理が遅延すると

、ハ ン ドオーバ処理 を行 う前やハ ン ドオーバ処理の途中で、端末 と移動元基

地局 との無線 リンクが切れて しまう場合がある。 この場合端末 は、ハ ン ドォ

—バ処理 を完 了させずに移動先基地局への再接続 を実行することになるため

、ハ ン ドオーバ処理の成功率の低下や、ハ ン ドオーバ処理 において転送 され

るデータの消失な どが生 じる。そのため、過去 に通信 を行 っていた基地局の

数が多い端末のハ ン ドォ一バ処理 を優先的に処理することによって、ハ ン ド

オーバ処理の成功率の低下や、ハ ン ドォ一バ処理 において転送 されるデータ

の消失を防 ぐことがで きる。

また、第 2 の実施形態及び第 3 の実施形態 における通信 シ ス テ ム は、 L T

E の通信システム と したが、 これに限 らない。すなわち、第 1 の実施形態乃

至第 3 の実施形態 における通信システムの基地局の動作は、 L T E の他、W

C D M A やW i M A X の基地局 に適用することもで きる。W C D M A の場合

、ハ ン ドオーバの種別 と しては、例 えば、 I n t e r M S C ( M o b i I

e S w i t c h i n g C e n t e r ) h a n d o v e r / I n t e r

S G S N ( S e r v i n g G P R S ( G e n e r a l P a c k e t

R a d i o S e r v i c e ) s u p p o r t n o d e ) h a n d o

v e r と、 I n t e r R N C ( R a d i o N e t w o r k C o n t r

o I I e r ) h a n d o v e r と力《ある。



また、W i M A X のハ ン ドオーバ種別 と しては、 R 8 H 〇 （R e f e r e n

c e — P o i n t 8 H a n d O v e r ) や、 R 6 H 〇 （R e f e r e

n c e - P o i n t 6 H a n d 〇 v e r ) な どが挙 げられる。 R 8 H

〇は、基地局間のハ ン ドオーバであ り、 L T E システムのX 2 ハ ン ドオーバ

に相当する。 また、 R 6 H O は、 L T E システムの S 1 ハ ン ドオーバに相当

するハ ン ドオーバ と して知 られている。

[0047] また、第 1 の実施形態乃至第 3 の実施形態で述べた通信システムの各動作

は、図 1 、 3 、 7 で示 した通信システムが有する装置や、該装置 と通信可能

な他の装置のC P U ( C e n t r a l P r o c e s s i n g U n i t )

が制御することと してもよい。 この場合は、各実施形態の機能を実現するソ

フ 卜ウェアのプログラムコー ドを記録 した記録媒体を用意 し、該 C P U が、

汎用コンピュー夕が記録媒体に格納されたプログラムコ一 ドを読み出すこと

により動作することによつても達成 されることは、言 うまでもない。

[0048] なお、 プログラムを供給する記録媒体 と しては、例えば、 C D — R O M (

C o m p a c t D i s c R e a d O n l y M e m o r y ) 、 D V D

_ R ( D i g i t a l V e r s a t i l e D i s k R e c o r d a b

I e ) 、光デ ィスク、磁気デ ィスク、不揮発性 メモ リカー ドなど、上記 プロ

グラムを記憶できるものであれば良い。

[0049] また、第 1 の実施形態乃至第 3 の実施形態においては、基地局の種類 を限

定 しない。すなわち、基地局は、マクロセルを構成するマクロ基地局、 ピコ

セル を構成するピコ基地局、 フ ェム トセル を構成するフ ェム ト基地局 （H N

B ( H o m e N o d e B ) または H e N B ) のいずれであってもよい。

[0050] 以上、実施形態を参照 して本願発明を説明 したが、本願発明は上記実施形

態に限定されるものではない。本願発明の構成や詳細 には、本願発明のスコ

—プ内で当業者が理解 し得 る様 々な変更をすることができる。

[0051 ] この出願は、 2 0 1 3 年 5 月 9 日に出願 された日本出願特願 2 0 1 3 _ 0

9 9 4 3 5 号 を基礎 とする優先権 を主張 し、その開示の全てをここに取 り込

む。



[0052] 上記の実施形態の一部又は全部は、以下の付記のようにも記載されうるが

、以下には限られない。

[0053] (付記 1 ) 端末からハンドオーバの要求を受信する受信手段と、前記ハン

ドオーバの種別に基づいた処理優先度に基づいて、前記ハンドオーバの処理

を実行する実行手段と、を有する基地局。

[0054] (付記 2 ) 前記受信手段が前記ハンドオーバの要求を受信 した場合、前記

ハンドオーバの種別に基づいた処理優先度を決定する手段を更に有する、付

記 1 に記載の基地局。

[0055] (付記 3 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に基づいて決定さ

れるD S C P である、付記 1 または 2 に記載の基地局。

[0056] (付記 4 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記端

末ごとに設定される指標に基づいて設定される、付記 1乃至 3 のいずれか一

つに記載の基地局。

[0057] (付記 5 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記端

末が加入しているサービスの種別に基づいて決定される、付記 1乃至 3 のい

ずれか一つに記載の基地局。

[0058] (付記 6 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記端

末のS P I D に基づいて設定される、付記 1乃至 5 のいずれか一つに記載の

基地局。

[0059] (付記 7 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記端

末と前記基地局との間に形成されるベアラごとに設定される指標に基づいて

設定される、付記 1乃至 3 のいずれか一つに記載の基地局。

[0060] (付記 8 ) 前記べァラごとに設定される指標とはA R P である、付記 7 に

記載の基地局。

[0061 ] (付記 9 ) 前記べァラごとに設定される指標とはQ o S クラスである、付

記 7 に記載の基地局。

[0062] (付記 1 0 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記

端末が過去に通信を行った基地局の数に基づいて設定される、付記 1乃至 3



のいずれか一つに記載の基地局。

[0063] (付記 1 1 ) 基地局と、端末と、を有する通信システムであって、前記端

末は、前記基地局に対 してハンドオーバ要求を送信 し、前記基地局は、前記

ハンドオーバの種別に基づいた処理優先度に基づいて、前記ハンドオーバの

処理を実行する、通信システム。

[0064] (付記 1 2 ) 前記基地局は、前記ハンドオーバの要求を受信 した場合、前

記ハンドオーバの種別に基づいた処理優先度を決定する、付記 1 0 に記載の

通信システム。

[0065] (付記 1 3 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に基づいて決定

されるD S C P である、付記 1 1 または 1 2 に記載の通信システム。

[0066] (付記 1 4 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記

端末が加入しているサービスの種別に基づいて決定される、付記 1 1 乃至 1

3 のいずれか一つに記載の通信システム。

[0067] (付記 1 5 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記

端末ごとに設定される指標に基づいて設定される、付記 1 1 乃至 1 3 のいず

れか一つに記載の通信システム。

[0068] (付記 1 6 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記

端末のS P I D に基づいて設定される、付記 1 1 乃至 1 5 のいずれか一つに

記載の通信システム。

[0069] (付記 1 7 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記

端末と前記基地局との間に形成されるべァラごとに設定される指標に基づい

て設定される、付記 1 1 乃至 1 3 のいずれか一つに記載の通信システム。

[0070] (付記 1 8 ) 前記べァラごとに設定される指標とはA R P である、付記 1

7 に記載の通信システム。

[0071 ] (付記 1 9 ) 前記べァラごとに設定される指標とはQ o S クラスである、

付記 1 7 に記載の通信システム。

[0072] (付記 2 0 ) 前記処理優先度は、前記ハンドオーバの種別に加えて、前記

端末が過去に通信を行った基地局の数に基づいて設定される、付記 1 1 乃至



1 3 のいずれか一つに記載の通信システム。

[0073] (付記 2 1 ) ハ ン ドオーバの要求を受信 し、前記ハン ドオーバの種別に基

づいた処理優先度に基づいて、前記ハン ドオーバの処理を実行する通信方法

[0074] (付記 2 2 ) 前記ハン ドオーバの要求を受信 した場合、前記ハン ドオーバ

の種別に基づいた処理優先度を決定する、付記 2 1 に記載の通信方法。

[0075] (付記 2 3 ) 前記処理優先度は、前記ハン ドオーバの種別に基づいて決定

されるD S C P である、付記 2 1 または 2 2 に記載の通信方法。

[0076] (付記 2 4 ) 前記処理優先度は、前記ハン ドオーバの種別に加えて、前記

端末が加入 しているサー ビスの種別に基づいて決定される、付記 2 1 乃至 2

3 のいずれか一つに記載の通信方法。

[0077] (付記 2 5 ) 前記処理優先度は、前記ハン ドオーバの種別に加えて、前記

端末 ごとに設定される指標 に基づいて設定される、付記 2 1 乃至 2 3 のいず

れか一つに記載の通信方法。

[0078] (付記 2 6 ) 前記処理優先度は、前記ハン ドオーバの種別に加えて、前記

端末の S P I D に基づいて設定される、付記 2 1 乃至 2 3 のいずれか一つに

記載の通信方法。

[0079] (付記 2 7 ) 前記処理優先度は、前記ハン ドオーバの種別に加えて、前記

端末 と前記基地局 との間に形成されるべァラごとに設定される指標 に基づい

て設定される、付記 2 1 乃至 2 3 のいずれか一つに記載の通信方法。

[0080] (付記 2 8 ) 前記べァラごとに設定される指標 とはA R P である、付記 2

7 に記載の通信方法。

[0081 ] (付記 2 9 ) 前記べァラごとに設定される指標 とはQ o S クラスである、

付記 2 7 に記載の通信方法。

[0082] (付記 3 0 ) 前記処理優先度は、前記ハン ドオーバの種別に加えて、前記

端末が過去に通信を行 った基地局の数に基づいて設定される、付記 2 1 乃至

2 3 のいずれか一つに記載の通信方法。

[0083] (付記 3 1 ) ハ ン ドオーバの要求を受信する工程 と、前記ハン ドオーバの



種別 に基づいた処理優先度 に基づいて、前記ハ ン ドオーバの処理 を実行する

工程 と、 をコンピュータに実行 させ る、 プログラム。

(付記 3 2 ) コン ピュータに読み取 り可能な情報記憶媒体であ って、付記

3 1 に記載のプログラムが記録 された記録媒体。

符号の説明

1 0 2 0 通信 シ ス テ ム

1 1 〜 N i 而人

1 2 1 基地局

1 3 受信部

1 4 実行部

2 3 | p ネ ッ 卜ヮ― ク

2 4 コアネ ッ 卜ヮ一ク

2 5 M M E

2 6 S - G W

2 7 P D - G W

2 8 H S S

2 9 第一の送受信部

3 0 第二の送受信部

3 1 管理部

3 2



請求の範囲

端末か らハ ン ドオーバの要求を受信する受信手段 と、

前記ハ ン ドオーバの種別 に基づいた処理優先度 に基づいて、前記ハ

ン ドオーバの処理 を実行する実行手段 と、 を有する基地局。

前記受信手段が前記ハ ン ドオーバの要求を受信 した場合、前記ハ ン

ドオーバの種別 に基づいた処理優先度 を決定する手段 を更に有する、

請求項 1 に記載の基地局。

前記処理優先度 は、前記ハ ン ドオーバの種別 に基づいて決定される

D S C P である、請求項 1 または 2 に記載の基地局。

前記処理優先度 は、前記ハ ン ドオーバの種別 に加 えて、前記端末 ご

とに設定される指標 に基づいて設定される、請求項 1 乃至 3 のいずれ

か一項 に記載の基地局。

前記端末 ごとに設定される指標 とは、前記端末の S P I D である、

請求項 4 に記載の基地局。

前記処理優先度 は、前記ハ ン ドオーバの種別 に加 えて、前記端末 と

前記基地局 との間に形成 されるベ アラごとに設定される指標 に基づい

て設定される、請求項 1 乃至 3 のいずれか一項 に記載の基地局。

前記べ ァラごとに設定される指標 とは A R P または Q o ミクラスで

ある、請求項 6 に記載の基地局。

前記処理優先度 は、前記ハ ン ドオーバの種別 に加 えて、前記端末が

過去 に通信 を行 った基地局の数 に基づいて設定される、請求項 1 乃至

3 のいずれか一項 に記載の基地局。

基地局 と、端末 と、 を有する通信システムであ って、

前記端末 は、前記基地局 に対 してハ ン ドオーバ要求を送信 し、

前記基地局は、前記ハ ン ドオーバの種別 に基づいた処理優先度 に基

づいて、前記ハ ン ドオーバの処理 を実行する、通信システム。

ハ ン ドオーバの要求を受信 し、

前記ハ ン ドオーバの種別 に基づいた処理優先度 に基づいて、前記ハ



ン ドオーバの処理 を実行する通信方法。
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